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「検定試験の評価の在り方に関する有識者会議」開催要項 

 

 

平成２０年５月３０日 

生涯学習政策局長決定 

平成２２年２月１６日一部改正 

 

１ 趣 旨 

平成２０年２月の中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策に

ついて」において提言された、民間事業者等による第三者評価機関が検定試験について

質を確保するという仕組みの構築に向けて、その客観性や公平性を担保するため、評価

を行う際の参考となるガイドラインを作成するなど、民間事業者等の主体的な取組への

支援方策等について検討を行う。 

 

２ 検討事項 

（１）検定試験を評価する意義 

（２）検定事業者や第三者評価機関に期待される役割 

（３）評価の客観性や公平性の担保に向けた民間事業者等への支援方策（ガイドラインの

作成など） 

（４）その他 

 

３ 実施方法 

２に掲げる事項について、別紙の有識者等により、検討を行う。 

なお、必要に応じてその他の関係者（検定事業者、関係省庁等）の出席を求めること

ができる。 

 

４ 実施期間 

平成２０年５月３０日から平成２２年９月３０日までとする。 

 

５ 事務局 

この会議の庶務は、生涯学習政策局生涯学習推進課において処理する。 

資料１ 
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「検定試験の評価の在り方に関する有識者会議」委員名簿 

 

※敬称略、五十音順 

      （◎：主査、○：副主査） 

 

  青山 彰      東京都立竹台高等学校校長 

 

  大江 近     渋谷区立上原中学校校長 

 

◎ 木村 孟     独立行政法人大学評価・学位授与機構特任教授  

 

  小杉 礼子    独立行政法人労働政策研究・研修機構統括研究員 

 

  小平 達也    株式会社ジェイエーエス代表取締役社長 

 

  小山 実     東京都立蔵前工業高等学校校長 

 

  佐々木 隆生   北海道大学大学院公共政策学連携研究部・特任教授 

 

  清水  一彦    筑波大学副学長 

 

  重里 徳太    学校法人重里学園日本分析化学専門学校学校長 

 

  中村 一樹    株式会社クイック教育システムズ代表取締役社長 

 

  村木 英治     東北大学大学院教育情報学研究部教授 

 

  森脇 道子    自由が丘産能短期大学学長 

 

  山極 清子     立教大学大学院ビジネスデザイン研究科特任教授 

 

○ 山本 恒夫     八洲学園大学長 

 

  渡辺 善子     日本アイ・ビー・エム株式会社常勤監査役 

 

※平成２０～２１年度の委員。但し、下線は平成２１年度より参加の委員。 

 

平成22年2月16日現在 
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資料３

「検定試験の評価の在り方に関する有識者会議」開催経過

平成２０年

６月１０日（火） 第１回有識者会議

○関係者及び委員からのヒアリング①

中村一樹氏（(株)ｸｲｯｸ教育ｼｽﾃﾑｽﾞ代表取締役社長）

小山委員（東京都立蔵前工業高等学校校長）

６月２７日（金） 第２回有識者会議

○関係者及び委員からのヒアリング②

渡辺委員（日本ｱｲ･ﾋﾞｰ･ｴﾑ株式会社常勤監査役）

山極委員（（株）資生堂人事部参与）

青山委員（東京都立竹台高等学校校長）

遠藤克弥氏（東京国際大学副学長）

菊田薫氏（全国専修学校各種学校総連合会事務局長）

７月 ２日（水） 第３回有識者会議

○関係者及び委員からのヒアリング③

村木委員（東北大学大学院教育情報学研究部教授）

宮田光朗氏（（財）日本英語検定協会理事長補佐）

大久保浩氏（（財）日本漢字能力検定協会副理事長）

７月２２日（火） 第４回有識者会議

○個別論点に係る意見交換

８月２５日（月） 第５回有識者会議

○これまでの検討の整理（素案）について

９月１９日（金） 第６回有識者会議

○これまでの検討の整理（案）について

36



○検定試験に関する実態調査

○自己評価の試行検証（検定事業者へのヒアリング調査）

平成２２年

２月２６日（金） 第７回有識者会議

○検定試験に関する実態調査等について

○「検定試験の評価ガイドライン（試案）」について

（検討のまとめ）（案）

３月３０日（火） 第８回有識者会議

○「検定試験の評価ガイドライン（試案）」について

（検討のまとめ）（案）

・

・

・

・

・
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資料４

新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について

～知の循環型社会の構築を目指して～

（答申）

《「学習成果の評価」関係部分 抜粋》

平成２０年２月１９日

中 央 教 育 審 議 会

第１部 今後の生涯学習の振興方策について

４．具体的方策

（１）国民一人一人の生涯を通じた学習の支援－国民の「学ぶ意欲」を支える

③学習成果の評価の社会的通用性の向上

○ 学習成果の活用を促進するためには、学習成果の評価の社会的通用性を向上させる

ことが必要である。そのため、民間事業者等が提供する多様な教育サービスについて、

その内容の質の保証の在り方や学習成果の評価の在り方等について今後検討すること

が必要である。

（多様な教育サービスの評価の在り方やそのための質保証の在り方の検討）

○ 民間事業者等が提供する教育サービスの質の保証や評価の在り方について検討する

に当たり、その第一歩として、各個人の学習成果を評価する検定試験について、全国

レベルでの一定の基準を満たすものを対象とし、個々の検定の評価手法の有効性、安

定性、継続性及び情報の真正性等を確保する仕組みを検討することが考えられる。

○ この場合、行政改革の経緯等から行政の直接的な関与が困難であれば、民間事業者

等による第三者評価機関が検定試験について客観性や質を確保するという仕組みが考

えられる。その際、国がその客観性や公平性を担保するため、評価を行う際の参考と

なるガイドラインを作成するなど、民間事業者等の主体的な取組を支援する必要があ

る。
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資料５

「生涯学習に関する世論調査」について

（平成２０年５月 内閣府政府広報室実施）

１．目 的：平成18年12月の教育基本法改正や、平成20年２月の中央教育審議会答申「新しい時

代を切り拓く生涯学習の振興方策について」を受けて、今後の生涯学習の振興に係

る諸方策を検討するため、生涯学習に関する国民の実施状況や意識等を把握する。

（Ｓ63、Ｈ4、Ｈ5、Ｈ11、Ｈ17調査に引き続く３年ぶり６回目の調査）

２．対 象：全国20歳以上の者、標本数3,000人（有効回収数1,837人（回収率61.2％））

３．時 期：平成20年５月22日～６月１日（調査員による個別面接聴取）

４．主な調査結果（括弧内は、前回調査（H17）との比較増減を示す）

（１）生涯学習の現状

「生涯学習」の周知度

（聞いたことが）ある：80.7％（17年度）→ 80.5％（0.2ポイント減）

生涯学習の実施状況

（この１年くらい）したことがある：47.6％（17年度）→ 47.3％（0.3ポイント減）

＜内容＞

健康・スポーツ（健康法、医学、栄養、ジョギング、水泳等）：22.5％（0.7ﾎﾟｲﾝﾄ増）

趣味的なもの（音楽、美術、華道、舞踊、書道等） ：19.8％（1.0ﾎﾟｲﾝﾄ増）

パソコン・インターネットに関すること ：14.0％（2.4ﾎﾟｲﾝﾄ増）

＜形式＞

自治体の講座や教室 ：32.3％（17年度）→ 33.1％（0.8ポイント増）

民間の講座や教室 ： ※ → 29.3％（新規項目）

自宅での学習活動 ：25.4％（17年度）→ 29.3％（3.9ポイント増）

同行者が自主的に行っている集まり：33.7％（17年度）→ 26.8％（6.9ポイント減）

＜行っていない理由＞

仕事が忙しくて時間がない ： ※ → 45.4%（新規項目）

家事が忙しくて時間がない ： ※ → 18.9%（新規項目）

きっかけがつかめない ：15.6%（17年度） → 16.4%（0.8ポイント増）
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情報通信技術（ＩＴ）を活用した「生涯学習」の実施状況 （新規調査）

この１年くらいの間に行っている：17.6%

この１年くらいの間に行っていないが、今後してみたいと思う：30.9%

今までにしたことはなく、今後もしてみたいと思わない：48.8%

＜していない理由＞

指導者が少ないから ：15.5%

通信費用がかかるから：15.3%

きっかけがつかめなかったから：15.0%

（２）生涯学習の成果の評価・活用

身につけた知識・技能や経験の社会的評価 【新規調査】（図１，２）

評価するのがよい：58.3%（17年度）→ 66.1%（7.8ポイント増）

＜方法＞

・学習成果を活用する機会を増やす（発表会・作品展示会などを ：35.3%（新規項目）

増やす、地域の生涯学習の指導者として活用するなど）

・学習活動を証明する（修了証、認定証を出す、表彰する、履歴 ：32.8％（新規項目）

書に生涯学習欄を設けるなど）

・公的な資格の取得に当たって評価する ：31.5％（4.6ﾎﾟｲﾝﾄ増)

「生涯学習」の成果の活用状況 （図３）

・自分の人生がより豊かになっている ：46.0％（17年度）→43.8％（2.2ﾎﾟｲﾝﾄ減）

・自分の健康の維持・増進に役立っている：38.7％（17年度）→41.6％（2.9ﾎﾟｲﾝﾄ増）

・家庭・日常の生活に生かしている ： ※ →37.5％（新規項目）

・仕事や就職の上で生かしている ：27.5％（17年度）→33.6％（6.1ﾎﾟｲﾝﾄ増）

身につけた知識・技能や経験を自分以外のために生かす必要性 【新規調査】（図４）

生かすべき：84.2%、生かすべきでない：5.7％

(成果活用の場として)地域や社会における教育活動への参加【新規調査】（図５，６）

参加したい：44.2％、参加したくない：53.2％

＜内容＞

趣味のための学習活動に関する指導、助言などの活動 ：37.1％

地域での奉仕活動の支援 ：27.2％

地域の子ども会のレクリエーション活動や自然体験活動など ：27.0％
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（３）生涯学習に対する今後の意向

「生涯学習」に対する今後の以降

してみたいと思う：64.0%（17年度） → 70.5%（6.5ﾎﾟｲﾝﾄ増）

＜してみたい理由＞

興味があり、趣味を広げ豊かにするため ： ※ →59.1%（新規項目)

健康・体力づくりのため :38.3%（17年度）→40.5%（2.2ﾎﾟｲﾝﾄ増)

他の人との親睦を深めたり、友人を得るため：39.5%（17年度）→38.1%（1.4ﾎﾟｲﾝﾄ減)

＜したくない理由＞（新規調査項目）

仕事が忙しくて時間がない ：34.5%

そういうことは好きではなく、めんどうである：17.2%

家事が忙しくて時間がない ：14.2%

（生涯学習の場として）地域や社会における教育活動による支援 （新規調査）

受けたい：54.0%、受けたくない：43.6%

＜内容＞

趣味のための学習活動 ：58.1％

地域の歴史や自然、文化等に関連した展示を説明する活動 ：26.5％

地域での伝統行事やスポーツの指導 ：25.3％

（４）生涯学習の振興方策（国や地方公共団体への要望）

生涯学習関連施設などにおけるサービスを充実する ：38.5%（0.9ﾎﾟｲﾝﾄ増)

生涯学習に関する情報を得やすくする ：26.6%（5.8ﾎﾟｲﾝﾄ増）

生涯学習を支援する地域の人材を育成する ：26.0%（新規項目）

学校図書館やグラウンドなど学校をもっと地域に開放する ：23.8%（0.7ﾎﾟｲﾝﾄ増）

住民のニーズや満足度などを把握し、反映していく ：21.9%（4.9ﾎﾟｲﾝﾄ減）
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今 回 調 査 (1,837 人)

（平成17年５月調査） (3,339 人)

（平成11年12月調査） (3,448 人)

（平成４年２月調査） (2,191 人)

〔 性 〕

男 性 ( 828 人)

女 性 (1,009 人)

〔 年 齢 〕

20 ～ 29 歳 ( 161 人)

30 ～ 39 歳 ( 295 人)

40 ～ 49 歳 ( 296 人)

50 ～ 59 歳 ( 363 人)

60 ～ 69 歳 ( 361 人)

70 歳 以 上 ( 361 人)

（該当者数）
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28.1

わからない

何らかの形で，
社会的に評価する
ことが望ましい その他

評価するのがよい（小計）66.1

-

図１．生涯学習の成果に対する社会的評価

図２．社会的評価の方法

学習成果を活用する機会を増やす（発表会・作品
展示会などを増やす，地域の生涯学習の指導者と
し て 活 用 す る な ど ）
（注1）

学習活動を証明する（修了証，認定証を出す，表
彰する，履歴書に生涯学習欄を設けるなど）
（注2）

公 的 な 資 格 の 取 得 に 当 た っ て 評 価 す る

学習した経歴や経験を公的な機関が認証して，ど
の地域や団体でも通用するようにする

企業や官公庁など職場で評価する（職員採用の際
に評価する，給与などの待遇に反映させるなど）
（注3）

学校で評価する（入学者選抜の際に評価する，成
績 に 反 映 す る ， 単 位 と し て 認 め る な ど ）
(注4）

そ の 他

わ か ら な い

（注1）平成17年５月調査では,「特に優れた人を，地域の生涯学習の指導者，講師として活用する」（29.3％）,

　　　「生涯学習の成果を発表する機会（発表会，作品展示会など）を増やす」（19.8％）となっている。

（注2）平成17年５月調査では,「学習修了後に修了証，認定証などを出す」（30.0％）,「特によく生涯学習に取り組んだ

　　　 人を表彰する」（12.8％）,「履歴書に学歴以外の「学習歴」欄を作る」（15.2％）となっている。

（注3）平成17年５月調査では,「企業や官公庁の職員採用に当たって評価する」（17.9％）,「企業や官公庁での職員の

　　　 待遇（給与，昇進など）に反映させる」（12.8％）となっている。

（注4）平成17年５月調査では,「学校での成績の評価に含める」（12.5％）,「一定の水準以上のものを，大学などの学校

　　　 の単位として認める」（16.6％）,「大学，高等学校などの入学者選抜の時に評価する」（10.4％）となっている。

35.3

32.8

31.5

30.7

19.6

10.6

0.7

4.9

26.9

28.1

0.3

5.6

0 10 20 30 40 50

今　回　調　査　（N=1,214人,M.T.=166.2%)

平成17年5月調査 （N=1,945人,M.T.=238.3%)

(%)

 人々が「生涯学習」を通して身につけた知識・技能や経験を社会的に評価
 することについて,「何らかの形で，社会的に評価することが望ましい」，
「一定水準以上のものを，社会的に評価するのが良い」と答えた者に，複数回答

※

※

※

※
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図３．生涯学習の成果の活用状況

　　　（この１年くらいの間に「生涯学習」を「したことがある(小計)」とする者に，複数回答）

自 分 の 人 生 が よ り 豊 か に な っ て い る

自分の健康の維持・増進に役立っている

家 庭 ・ 日 常 の 生 活 に 生 か し て い る
（ 注 ）

仕 事 や 就 職 の 上 で 生 か し て い る

地 域 や 社 会 で の 活 動 に 生 か し て い る
（ 注 ）

その知識・技能や経験を土台にして，さらに広
く，深い知識・技能を身につけるよう努めている

ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 に 生 か し て い る

資 格 を 取 得 し た

他の人の学習やスポーツ，文化活動などの指導に
生かしている

学 業 ， 学 校 生 活 の 上 で 生 か し て い る

そ の 他

生 か し て い な い

わ か ら な い

（注）平成17年５月調査では,「日常の生活や地域での活動に活かしている」（26.3％）となっている。
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図４．学習成果を自分以外のために生かす必要性
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図５．（学習成果活用の場として）地域や社会における教育活動への参加

総 数 (1,837 人)
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40 ～ 49 歳 ( 296 人)
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60 ～ 69 歳 ( 361 人)

70 歳 以 上 ( 361 人)
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図６．（学習成果活用の場として）参加してみたい地域や社会における教育活動の内容

趣味のための学習活動に関する指導，助言
などの活動

地 域 で の 奉 仕 活 動 の 支 援

地域の子ども会のレクリエーション活動や
自然体験活動など

仕事に関係のある学習に関する支援や指導

子 育 て ・ 育 児 を 支 援 す る 活 動

地域での伝統行事やスポーツの指導

放課後における学校施設を利用した学習指
導やスポーツ・文化活動

地域ぐるみで学校運営を支援する活動

地域の歴史や自然，文化等に関連した展示
を説明する活動

各種施設での各種講座の講師や指導助手と
しての活動

そ の 他

わ か ら な い
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 今後,「地域や社会における教育」の支援や指導に「参加したい」,
「どちらかといえば，参加したい」と答えた者に，複数回答
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5
9

13
6

15
5

6
8

Ｔ
Ｏ

Ｔ
Ａ

Ｌ
0

6
1
.9

54
.
9

5
2
.
8

5
0
.
0

4
4
.
2

3
6
.7

35
.
3

2
.
8

1
4
.
9

4.
9

～
９

９
人

1
3
2
.2

28
.
8

3
2
.
2

3
3
.
9

2
7
.
1

2
8
.8

27
.
1

3
.
4

3
2
.
2

5.
1

１
０

０
～

９
９

９
人

2
5
2
.9

41
.
9

4
0
.
4

4
1
.
2

3
7
.
5

3
6
.8

30
.
1

0
.
0

2
0
.
6

6.
6

１
０

０
０

～
９

９
９

９
人

3
7
2
.9

63
.
9

6
1
.
9

5
5
.
5

4
7
.
1

3
8
.7

39
.
4

2
.
6

9
.
0

4.
5

１
０

０
０

０
人

～
4

8
0
.9

82
.
4

7
5
.
0

7
2
.
1

6
4
.
7

3
9
.7

42
.
6

5
.
9

0
.
0

2.
9

設 問 難 易 度 の 検 証3

合 否 判 定 や 審 査 基 準 の 妥 当 性

の 検 証7

作 問 の 妥 当 性 や 客 観 性 の 検 証5

受 検 者 の 属 性 傾 向 の 分 析6

出 願 傾 向 の 一 貫 性 の 検 証4

告 知 ・ 募 集 方 法 等 の 検 証2

試 験 方 法 の 検 証1

そ の 他8

特 に 科 学 的 な 分 析 な ど は 行 っ

て い な い9

無 回 答1
0

n

経
営
状
態
（
受
検
者
数
・
収
支
等
） 検
定

試
験
の
科
学
的
検
証

“
検

定
試

験
に
関

し
て
科

学

的
な
分

析
を
実

施
し
て
い
る

事
柄

”
を
見

る
と
、
「
設

問
難

易
度
」
「
合
否
判
定
・
審
査

基
準
」
「
作
問
の
妥
当
性
・

客
観
性
」
「
受
検
者
属
性
分

析
」
は

５
割

～
６
割

で
実

施

さ
れ

て
い
る
。

受
検

者
増

、
収

支
良

好
な
検

定
試

験
は

全
体

の
２
～

３
割

。
た
だ
し
、
継

続
意

向
は

８
割

以
上

を
占

め
る
。
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問
１

４
　

受
検

者
・

受
検

検
討

者
に

提
供

し
て

い
る

情
報

（
○

は
い

く
つ

で
も

）

Ｔ
Ｏ

Ｔ
Ａ

Ｌ
  

n=
43

0

010203040506070809010
0(%
)

検 定 試 験 の 目 的

検 定 試 験 の 特 徴

類 似 試 験 の 有 無 や 関 係 性

テ ー マ や 分 野 、 試 験 範 囲

受 検 者 数 や そ の 構 成 （ 性 別 ・

年 齢 別 等 ）

測 定 す る 能 力 ・ ス キ ル や そ の

水 準
学 校 教 育 ・ 職 業 能 力 と の 関 係

性
試 験 の 難 易 度 、 合 格 率

試 験 方 法 の 詳 細 （ 選 択 肢 数 や

実 施 試 験 の 方 法 等 ）

講 座 受 講 の 必 要 性 （ 趣 旨 ・ 必

要 経 費 ・ 時 間 含 む ）

審 査 ・ 採 点 基 準 や そ の 変 更 状

況
合 格 点 ・ 配 点 の 詳 細 （ 問 題 別

等 ）

試 験 問 題 の 作 成 方 法 や 作 問 体

制 （ 監 修 者 や 委 員 名 簿 等 ）

出 題 の 一 貫 性 や 作 問 の 妥 当 性

の 根 拠

そ の 他

特 に な い

無 回 答

90
.0

76
.0

7.
2

83
.3

33
.0

58
.6

21
.6

50
.9

78
.8

34
.9

31
.9

39
.8

9.
3

15
.3

3.
3

0.
5

1.
2

問
６

　
資

料
の

整
備

・
公

開
状

況

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

等
で

公
開

し
て

い
る

問
い

合
わ

せ
に

応
じ

て
開

示
し

て
い

る

整
備

し
て

い
る

が
公

開
し

て
い

な
い

整
備

し
て

い
な

い
無

回
答

(%
)

組
織

形
態

（
法

人
格

の
有

無
、

種
類

）

組
織

の
役

員
構

成
（

役
員

名
簿

）

組
織

に
関

す
る

規
定

等
（

定
款

、
組

織
図

等
）

組
織

の
運

営
内

容
・

方
針

（
事

業
計

画
書

等
）

組
織

の
事

業
報

告
書

等

財
務

情
報

（
収

支
計

算
書
）

財
務

情
報

（
貸

借
対

照
表
）

検
定

事
業

の
実

績

個
人

情
報

保
護

方
針

ｻﾝ
ﾌ゚
ﾙ数

34
3

34
3

34
3

34
3

34
3

34
3

34
3

34
3

34
3

81
.9

59
.2

50
.7

50
.7

44
.3

42
.9

41
.1 45
.2

62
.7

8.
7

21
.0

26
.5

21
.6

24
.2

21
.9

21
.3

30
.3

12
.5

5.
8

15
.5

17
.5

23
.9

26
.2

30
.9

30
.0

19
.5

16
.0

0.
3

1.
5

2.
6

0.
6

1.
5

0.
9

2.
9 0.
6

4.
1

3.
2

2.
9

2.
6

3.
2

3.
8

3.
5

4.
7

4.
4

4.
7

１
．
検

定
試

験
の

実
態

と
取

組
＜

検
定

事
業

者
調

査
＞

（
１
）
検

定
試

験
の

実
施

主
体

に
関

す
る
こ
と

＜
組
織
の
情
報
公
開
状
況
＞

（
２
）
検

定
試

験
の

内
容

に
関

す
る
こ
と

＜
検

定
試

験
の

内
容

（
目

的
・
内

容
・
手

段
等

）
に
つ
い
て
の

情
報

公
開

の
状

況
＞

目
的
に

つ
い
て

手
段
に

つ
い
て

内
容
に

つ
い
て
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１
．
検

定
試

験
の

実
態

と
取

組
＜

検
定

事
業

者
調

査
＞

（
３
）
検

定
試

験
の

実
施

手
続

き
に
関

す
る
こ
と

問
１

６
　

検
定

試
験

の
手

続
き

の
上

で
の

実
施

事
項

（
○

は
い

く
つ

で
も

）

Ｔ
Ｏ

Ｔ
Ａ

Ｌ
 
 
n
=
4
3
0

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0

(
%
)

実 施 規 則 ・ 要 綱 等 の 整 備 ・ 公

開
問 合 せ 窓 口 ・ 連 絡 先 の 明 示

十 分 な 出 願 期 間 ・ 応 募 期 間 の

確 保
願 書 受 付 に お け る 利 便 性 へ の

配 慮

（

ネ ッ ト 受 付 等

）

試 験 の 監 督 業 務 内 容 の 規 定 ・

マ ニ ュ ア ル 等 の 整 備

本 人 確 認 の 徹 底 実 施

児 童 ・ 生 徒 ・ 学 生 の 受 検 料 の

割 引 ・ 優 遇

受 検 料 以 外 の 費 用 に つ い て の

周 知

（

登 録 料 等 な ど

）

受 検 し や す い 試 験 時 期 ・ 回 数

の 設 定

受 検 し や す い 試 験 会 場 ・ 実 施

場 所 の 確 保

団 体 へ の 会 場 使 用 料 ・ 監 督 料

の 支 払 い

外 国 人 へ の 特 例 措 置

障 が い 者 へ の 特 例 措 置

危 機 管 理 体 制 ・ 手 法 に つ い て

の 配 慮

受 検 者 の 個 人 情 報 の 保 護 へ の

配 慮
試 験 結 果 に 関 す る 情 報 公 開

苦 情 等 へ の 対 応

そ の 他

無 回 答

8
1
.
6

9
7
.
4

8
3
.
3

9
8
.
1

7
5
.
6

9
0
.
9

2
0
.
5

4
5
.
1

5
4
.
0

6
5
.
8

3
9
.
3

4
.
0

2
7
.
4

6
9
.
5

9
7
.
0

6
1
.
2

9
4
.
4

3
.
0

0
.
2

＜
実

施
手

続
き
に
お
け
る
配

慮
状

況
＞

実
施
準
備

に
関

し
て

事
後
に

関
し
て

実
施
に

関
し
て
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１
．
検

定
試

験
の

実
態

と
取

組
＜

検
定

事
業

者
調

査
＞

（
４
）
検

定
結

果
の

活
用

促
進

に
関

す
る
こ
と

問
１

７
　

検
定

結
果

の
活

用
促

進
に

関
す

る
取

り
組

み
（

○
は

い
く

つ
で

も
）

 
 
現

在
取

り
組

ん
で

い
る

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｔ
Ｏ

Ｔ
Ａ

Ｌ
 
 
n
=
4
3
0

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0

(
%
)

検 定 試 験 自 体 の 知 名 度 を 上 げ

る 広 報 ・ 広 告 活 動

資 格 を い か し て 活 躍 す る 人 の

紹 介 や 情 報 提 供

学 校 や 企 業 に お け る 活 用 事 例

の 情 報 提 供

学 校 の 生 徒 ・ 学 生 の 学 力 ア ピ

ー ル 支 援（ 合 格 者 数）

企 業 の 従 業 員 の 職 業 能 力 ア ピ

ー ル 支 援（ 取 得 者 数）

業 界 全 体 で の 受 検 率 や 合 格 者

数 な ど の 情 報 提 供

利 用 団 体（ 学 校 ・ 企 業 等） や

受 検 者 か ら の 意 見 聴 取

学 校 教 育 で の 活 用 促 進（ 学 力

測 定 、 単 位 認 定 等）

企 業 内 教 育 で の 活 用 促 進（ 奨

励 援 助 、 手 当 支 給 等）

業 界 団 体 で の 活 用 促 進（ 業 界

認 定 、 奨 励 援 助 等）

自 治 体 や 地 域 で の 活 用 促 進（

人 材 活 用 等）

学 力 認 定 と 検 定 試 験 を 関 係 づ

け る 各 種 提 案

職 業 能 力 評 価 と 検 定 試 験 を 関

係 づ け る 各 種 提 案

業 界 標 準 の ス キ ル ・ 能 力 基 準

構 築 と の 関 係 づ け

地 域 の 指 導 者 や ボ ラ ン テ ィ ア

な ど の 活 用 と 関 係 す る 提 案

合 格 証 や 認 定 証 の 発 行

表 彰 制 度 や コ ン クー ル で の 成

績 優 秀 者 の 発 表

資 格 取 得 者 の 受 検 後 の 活 躍 状

況 の 把 握 ・ 調 査

社 会 情 勢 や ニー ズ に 応 じ た 検

定 内 容 の 改 定

測 定 能 力 の 客 観 性 ・ 科 学 性 を

高 め る 質 的 向 上

企 業 や 社 会 が 求 め る 人 材 ・ 能

力 の 把 握 ・ 調 査

そ の 他

特 に な い

無 回 答

9
5
.
6

4
6
.
5

3
7
.
7

1
8
.
6

2
3
.
0

2
1
.
6

4
1
.
4

5
0
.
0

5
6
.
7

2
6
.
0

1
7
.
0

1
2
.
6

1
7
.
9

1
8
.
6

1
7
.
2

9
5
.
6

3
2
.
3

2
9
.
8

5
3
.
0

4
2
.
1

2
3
.
5

1
.
4

0
.
0

1
.
4

（
５
）
継

続
的

な
学

習
の

支
援

に
関

す
る
こ
と

問
１

９
　

継
続

的
な

学
習

の
支

援
の

取
り

組
み

（
○

は
い

く
つ
で

も
）
 
 
現

在
取
り

組
ん

で
い

る

Ｔ
Ｏ
Ｔ

Ａ
Ｌ

 
 
n
=
4
3
0

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0

(
%
)

テ キ ス ト や 学 習 教 材 に 関 す る

情 報 提 供

過 去 問 題 や サ ン プ ル 問 題 の 情

報 提 供

資 格 取 得 の 講 座 ・ ス ク

ー

ル 等

の 情 報 提 供

資 格 取 得 に 要 す る 平 均 的 な 学

習 時 間 等 の 情 報 提 供

合 格 者 の 体 験 談 や 学 習 方 法 な

ど の 情 報 提 供

複 数 の 等 級 ・ レ ベ ル の 設 定

合 格 証 な ど の 有 効 期 限 や 更 新

制 度 の 設 定

よ り 上 位 の 検 定 試 験 等 へ の 接

合

（

国 家 試 験 等

）

学 力 認 定 や 職 業 能 力 評 価 と の

関 係 づ け

他 の 検 定 試 験 と の 関 連 づ け

受 検 科 目 免 除 な ど

）

そ の 他

特 に な い

無 回 答

6
9
.
5

6
1
.
9

5
5
.
8

1
7
.
7

3
4
.
2

5
0
.
2

4
0
.
2

1
4
.
2

1
8
.
4

1
0
.
9

3
.
3

0
.
7

5
.
8

＜
検
定
結
果
の
活
用
促
進
に
関
す
る
取
組
実
態
＞

＜
継

続
的

な
学

習
支

援
に
関

す
る
取

組
実

態
＞
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２
．
検

定
試

験
の

利
用

実
態

と
ニ
ー
ズ
＜

利
用

者
調

査
＞

①
利

用
実

態

問
１

　
検

定
試

験
の

利
用

有
無

（
企

業
）

47
.1 69

.5

47
.2

40
.1

52
.0 30

.5

52
.0

58
.8

0.8 0.0 0.8 1.1

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

ＴＯ
ＴＡ

Ｌ(n
=9

78
)

大企
業（

１０
００

人以
上）

(n=
21

3)

中堅
企業

（３
００

～９
９９

人）
(n=

12
5)

中小
企業

（３
００

人未
満）

(n=
62

8) 利用
した

こと
があ

る
利用

した
こと

はな
い

無回
答

検
定
試
験
の
利
用
の
有
無

学
校

で
は

８
割

近
く
、
企

業
で
は

５
割

近
く
が

検
定

試
験

を
利

用
し
て
い
る
。

注
）
学
習

者
は
あ
ら
か
じ
め
利
用

層
・
意

向
層
の

み
抽

出
し
て
い
る
。

【
p.

41
】

【
p.

43
】

問
１

　
検

定
試

験
の

利
用

有
無

81
.8

79
.7

47
.1

18
.2

20
.1

52
.0

0.0 0.2 0.8

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

学習
者(

n=2
36

9)

学校
(n=

25
40

)

企業
(n=

97
8)

利用
した

こと
があ

る
利用

した
こと

はな
い

無回
答

問
１

　
検

定
試

験
の

利
用

有
無

（
学

校
）

79
.7 83
.7 87
.1 89
.9

61
.8 78

.1

20
.1 15
.8 12
.6 10
.1

38
.2 21

.9

0.2 0.4 0.3 0.0 0.0 0.0

0%
20

%
40

%
60

%
80

%
10

0%

ＴＯ
ＴＡ

Ｌ(n
=2

54
0)

中学
校(

n=
46

7)

高等
学校

（普
通科

）(n
=6

49
)

高等
学校

（実
業系

）(n
=3

16
)

専修
学校

(n=
46

9)

大学
・短

大・
高専

(n=
55

6)

利用
した

こと
があ

る
利用

した
こと

はな
い

無回
答
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＊
問

３
　

検
定

試
験

の
利

用
目

的
（

○
は

い
く

つ
で
も

）
【

ベ
ー

ス
：

検
定

試
験

利
用
経

験
者

】

学
習

者
  

n=
1,
93

8
学

校
  

n=
2,
02

5

企
業

  
n=
46

1

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0(
%
)

学 習 成 果 測 定

職 業 能 力 測 定

そ の 他

不 明

8
3
.
0

3
8
.
0

3
5
.
2

0
.
0

8
8
.
9

4
2
.
1

8
0
.
3

0
.
6

1
9
.
5

8
4
.
2

7
2
.
2

0
.
0

無 回 答

２
．
検

定
試

験
の

利
用

実
態

と
ニ
ー
ズ
＜

利
用

者
調

査
＞

①
利

用
実

態

＊
問

２
　

検
定

試
験

の
利

活
用

対
象

分
野

（
○

は
い

く
つ

で
も

）
【

ベ
ー

ス
：

検
定

試
験

利
用

者
】

 
 
 
 

学
習

者
 
 
n
=
1
,
9
3
8

学
校

 
 
n
=
2
,
0
2
5

企
業

 
 
n
=
4
6
1

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

(
%
)

語 学 ・ 学 術 系

コ ン ピ ュー タ 系

ビ ジ ネ ス 系

工 業 ・ 技 術 系

衣 食 住 系

保 健 医 療 福 祉 系

趣 味 系

ス ポー ツ 系

そ の 他

無 回 答

6
2
.
1

3
0
.
1

1
9
.
9

1
3
.
7

7
.
4

5
.
7

1
0
.
5

4
.
4

6
.
0

0
.
0

7
7
.
1

5
0
.
0

2
5
.
3

1
3
.
4

2
4
.
4

1
4
.
2

6
.
2

2
.
5

8
.
8

0
.
9

2
9
.
3

2
8
.
6

4
6
.
6

5
2
.
5

1
0
.
0

1
5
.
6

0
.
7

0
.
4

1
5
.
4

0
.
7

［
学

習
者

］
Ｑ

５
　

検
定

試
験

を
役

立
て

る
場

面
（

○
は

い
く

つ
で

も
）

【
ベ

ー
ス

：
検

定
試

験
利

用
経

験
者

】

Ｔ
Ｏ

Ｔ
Ａ

Ｌ
 
 
n
=
1
,
9
3
8

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0

(
%
)

進 学
就 職 ・ 起 業

仕 事
ふ だ ん の 生 活

そ の 他

特 に 役 立 っ て い な い

3
4
.
6

2
0
.
7

1
8
.
9

2
3
.
7

1
.
4

2
9
.
9

利
用
目
的
・
分
野
・
内
容
等

学
習

者
の

場
合

、
利

用
目

的
は

「
学

習
成

果
測

定
」
が

主
。
た
だ
し
、
「
特

に
役

立
っ
て
い
な
い
」
も
約

３
割

あ
る
。

［
学
校

］
問
５
　

検
定
試
験
の
活
用

方
法
（
○
は
い

く
つ
で

も
）
【

ベ
ー
ス

：
検
定
試

験
利

用
者
】

Ｔ
Ｏ
Ｔ

Ａ
Ｌ

 
 
n
=
2
,
0
2
5

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0
(
%
)

進 路 指 導 ・ 就 職 指 導 で の 取 得

支 援
授 業 へ の 活 用

（

テ キ ス ト 利 用

学 習 や 学 習 到 達 度 測 定 等

）

単 位 認 定

入 学 試 験

（

Ａ Ｏ 入 試 等

）

で の

評 価 材 料

そ の 他

特 に 活 用 し て い な い

無 回 答

6
2
.
9

5
6
.
4

2
0
.
1

1
4
.
7

3
.
7

7
.
5

0
.
9

［
企

業
］
問

５
　

検
定

試
験
の

活
用
方

法
（

○
は

い
く

つ
で

も
）

【
ベ

ー
ス

：
検

定
試

験
利

用
者

】

Ｔ
Ｏ

Ｔ
Ａ
Ｌ

 
 
n
=
4
6
1

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

9
0

1
0
0

(
%
)

資 格 取 得 支 援 ・ 補 助

人 事 処 遇 や 昇 進 ・ 昇 格 の 判 断

材 料
資 格 手 当 て 等 の 支 給

企 業 内 研 修 で の 活 用（ 資 格 取

得 講 座 等）

採 用 時 の 評 価 基 準

そ の 他

特 に 活 用 し て い な い

無 回 答

6
9
.
4

4
8
.
8

3
6
.
2

2
4
.
1

1
4
.
8

3
.
5

3
.
9

0
.
4

問
３

検
定

試
験
の

利
用
目
的

52



２
．
検

定
試

験
の

利
用

実
態

と
ニ
ー
ズ
＜

利
用

者
調

査
＞

②
ニ
ー
ズ

問
１

３
　

検
定

試
験

の
利

用
検

討
時

に
実

施
主

体
（

検
定

事
業

者
）

に
つ

い
て

知
り

た
い

点
（

○
は

い
く

つ
で

も
）

学
習

者
  

n=
2,

36
9

学
校

  
n=

2,
54

0
企

業
  
n=

97
8

010203040506070(%
)

検 定 事 業 の 実 績

組 織 形 態 （ 法 人 格 の 有 無 、 種

類 ）

組 織 の 運 営 内 容 ・ 方 針 （ 事 業

計 画 書 等 ）

個 人 情 報 保 護 方 針

組 織 の 事 業 報 告 書 等

財 務 情 報 （ 収 支 計 算 書 ）

組 織 に 関 す る 規 定 等 （ 定 款 、

組 織 図 等 ）

財 務 情 報 （ 貸 借 対 照 表 ）

組 織 の 役 員 構 成 （ 役 員 名 簿 ）

そ の 他

特 に な い

無 回 答

41
.4

37
.5

24
.9

26
.5

13
.3

12
.2

11
.5

7.
6

6.
6

0.
3

30
.9

61
.1

54
.4

41
.3

38
.7

18
.8

18
.9

15
.2

10
.8

9.
8

1.
1

10
.4

5.
7

53
.0

47
.8

31
.4

25
.4

16
.0

12
.6

10
.8

11
.0

7.
3

0.
7

16
.0

6.
7

問
１

５
　

検
定

試
験

の
利

用
検

討
時

に
検

定
試

験
内

容
に

つ
い

て
知

り
た

い
点

（
○

は
い

く
つ

で
も

）

学
習

者
  
n=
2,

36
9

学
校

  
n=

2,
54

0
企

業
  
n=

97
8

01020304050607080(%
)

測 定 す る 能 力 ・ ス キ ル や そ の

水 準
検 定 試 験 の 目 的

試 験 方 法 の 詳 細 （ 選 択 肢 数 や

実 技 試 験 の 方 法 な ど ）

テ ー マ や 分 野 、 試 験 範 囲

検 定 試 験 の 特 徴

試 験 の 難 易 度 、 合 格 率

合 格 点 ・ 配 点 の 詳 細 （ 問 題 別

な ど ）

学 校 教 育 ・ 職 業 能 力 と の 関 係

性
講 座 受 講 の 必 要 性 （ 受 講 の 趣

旨 ・ 必 要 経 費 ・ 時 間 含 む ）

審 査 ・ 採 点 基 準 や そ の 変 更 状

況
受 検 者 数 や そ の 構 成 （ 性 別 ・

年 齢 別 等 ）

出 題 の 一 貫 性 や 作 問 の 妥 当 性

の 根 拠

類 似 試 験 の 有 無 や 関 係 性

試 験 問 題 の 作 成 方 法 や 作 問 体

制 （ 監 修 者 や 委 員 名 簿 等 ）

そ の 他

特 に な い

無 回 答

54
.6

50
.8

55
.4

58
.7

55
.5

54
.2

51
.2

30
.8

34
.5

34
.3

23
.9

19
.4

23
.3

15
.4

0.
7

8.
1

65
.7

67
.6

64
.3

55
.2

59
.4

47
.4

48
.1

56
.6

35
.2

36
.5

26
.1

29
.3

22
.9

15
.0

0.
6

2.
5

6.
4

69
.3

70
.4

56
.4

50
.0

46
.3

41
.2

31
.0

21
.0

46
.7

22
.7

18
.9

19
.5

24
.3

13
.0

0.
4

4.
5

5.
0

（
１
）
検

定
試

験
の

実
施

主
体

に
関

す
る
こ
と

（
２
）
検

定
試

験
の

内
容

に
関

す
る
こ
と

＜
内
容
に
関
す
る
情
報
公
開
ニ
ー
ズ
＞

＜
実
施
主
体
に
関
す
る
情
報
公
開
ニ
ー
ズ
＞
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２
．
検

定
試

験
の

利
用

実
態

と
ニ
ー
ズ
＜

利
用

者
調

査
＞

②
ニ
ー
ズ

問
１

８
　

検
定

試
験
の
実

施
手

続
き

等
で

配
慮
し

て
欲

し
い

点
（

○
は
い

く
つ
で

も
）

学
習
者
 
 
n
=
2
,
3
6
9

学
校
 
 
n
=
2
,
5
4
0

企
業

 
 
n
=
9
7
8

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0
(
%
)

受 検 し や す い 試 験 時 期 ・ 回 数

の 設 定

受 検 し や す い 試 験 会 場 ・ 場 所

の 設 置

試 験 結 果 に 関 す る 情 報 公 開

十 分 な 出 願 期 間 ・ 応 募 期 間 の

確 保
問 い 合 わ せ 窓 口 ・ 連 絡 先 の 明

示
願 書 受 付 に お け る 利 便 性 へ の

配 慮

（

ネ ッ ト 受 付 等

）

実 施 規 則 ・ 要 綱 等 の 整 備 、 公

開
児 童 ・ 生 徒 ・ 学 生 の 受 検 料 の

割 引 ・ 優 遇

個 人 情 報 保 護 指 針 の 策 定 ・ 開

示
試 験 監 督 者 等 の 設 置

本 人 確 認 の 徹 底 実 施

質 問 ・ 苦 情 ・ ト ラ ブ ル の 窓 口

情 報 提 供

イ ン タ

ー

ネ ッ ト を 用 い た 在 宅

試 験 の 実 施

障 が い 者 へ の 特 例 措 置

危 機 管 理 体 制 ・ 手 法 に つ い て

の 配 慮

外 国 人 へ の 特 例 措 置

そ の 他

無 回 答

6
2
.
3

6
1
.
3

4
7
.
3

5
0
.
2

4
2
.
1

4
9
.
0

3
5
.
8

3
3
.
9

3
3
.
4

2
3
.
0

2
7
.
4

2
2
.
0

2
6
.
8

1
0
.
0

6
.
9

6
.
2

0
.
6

6
8
.
5

6
0
.
7

6
5
.
7

5
3
.
8

5
5
.
5

4
3
.
0

5
1
.
3

5
3
.
9

3
8
.
3

2
8
.
2

2
0
.
0

2
5
.
4

8
.
6

1
3
.
8

8
.
0

4
.
3

0
.
7

6
.
3

5
8
.
6

6
1
.
1

6
1
.
2

4
5
.
0

4
6
.
4

4
1
.
3

4
5
.
8

6
.
7

2
9
.
3

2
1
.
8

2
4
.
7

1
5
.
8

1
2
.
1

6
.
2

4
.
7

2
.
6

0
.
6

8
.
7

（
３
）
検

定
試

験
の

実
施

手
続

き
に
関

す
る
こ
と

＜
実
施
手
続
き
に
関
す
る
配
慮
意
向
＞
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２
．
検

定
試

験
の

利
用

実
態

と
ニ
ー
ズ
＜

利
用

者
調

査
＞

②
ニ
ー
ズ

問
２

０
　

検
定

結
果

の
活

用
促

進
の

為
に

検
定

事
業

者
・

学
校

・
企

業
・

自
治

体
の

重
要

な
取

り
組

み
（

○
は

い
く

つ
で

も
）

学
習

者
 
 
n
=
2
,
3
6
9

学
校

 
 
n
=
2
,
5
4
0

企
業

 
 
n
=
9
7
8

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0
(
%
)

合 格 証 や 認 定 証 の 発 行

検 定 試 験 自 体 の 知 名 度 を 上 げ

る 広 報 ・ 広 告 活 動

社 会 情 勢 や ニ

ー

ズ に 応 じ た 検

定 内 容 の 改 定

資 格 を い か し て 活 躍 す る 人 の

紹 介 や 情 報 提 供

学 校 や 企 業 に お け る 活 用 事 例

の 情 報 提 供

学 校 教 育 で の 活 用 促 進

（

学 力

測 定 、 単 位 認 定 等

）

企 業 内 教 育 で の 活 用 促 進

（

奨

励 援 助 、 手 当 支 給 等

）

企 業 や 社 会 が 求 め る 人 材 ・ 能

力 の 把 握 ・ 調 査

測 定 能 力 の 客 観 性 ・ 科 学 性 を

高 め る 質 的 向 上

資 格 取 得 者 の 受 検 後 の 活 躍 状

況 の 把 握 ・ 調 査

職 業 能 力 評 価 と 検 定 試 験 を 関

係 づ け る 各 種 提 案

業 界 団 体 で の 活 用 促 進

（

業 界

認 定 、 奨 励 援 助 等

）

学 力 認 定 と 検 定 試 験 を 関 係 づ

け る 各 種 提 案

業 界 標 準 の ス キ ル ・ 能 力 基 準

構 築 と の 関 係 づ け

企 業 の 従 業 員 の 職 業 能 力 ア ピ
ー

ル 支 援

（

取 得 者 数

）

学 校 の 生 徒 ・ 学 生 の 学 力 ア ピ

ー

ル 支 援

（
合 格 者 数

）

業 界 全 体 で の 受 検 率 や 合 格 者

数 な ど の 情 報 提 供

自 治 体 や 地 域 で の 活 用 促 進

（

人 材 活 用 等

）

表 彰 制 度 や コ ン ク

ー

ル で の 成

績 優 秀 者 の 発 表

利 用 団 体

（

学 校 ・ 企 業 等

）

や

受 検 者 か ら の 意 見 聴 取

地 域 の 指 導 者 や ボ ラ ン テ ィ ア

等 と 関 係 づ け る 各 種 提 案

そ の 他

特 に な い

無 回 答

6
3
.
0

4
6
.
2

4
1
.
5

4
0
.
4

3
4
.
2

3
7
.
8

3
6
.
7

3
3
.
9

2
8
.
2

3
1
.
2

2
4
.
9

2
6
.
8

2
2
.
8

2
0
.
6

2
5
.
1

2
4
.
1

1
6
.
0

1
9
.
4

1
6
.
2

1
1
.
7

6
.
7

0
.
4

1
2
.
8

7
3
.
7

5
4
.
5

5
6
.
9

5
1
.
0

5
1
.
3

5
2
.
7

3
4
.
0

3
9
.
6

4
0
.
9

3
7
.
0

3
2
.
9

2
8
.
9

3
3
.
8

2
1
.
0

1
5
.
9

2
2
.
8

1
9
.
8

1
9
.
7

2
0
.
8

1
3
.
5

4
.
7

0
.
3

3
.
1

5
.
1

6
6
.
0

4
8
.
5

4
8
.
4

4
0
.
4

2
8
.
6

1
1
.
9

4
9
.
0

3
8
.
2

3
0
.
9

3
1
.
1

3
4
.
5

3
1
.
2

1
0
.
5

3
0
.
6

2
5
.
2

3
.
6

2
4
.
5

1
0
.
5

9
.
7

6
.
6

3
.
4

0
.
1

4
.
8

5
.
7

問
２
１
　
継
続

的
な
学
習
支
援
に
必
要

な
検
定
事
業
者

の
取
り
組
み
（
○

は
い
く
つ
で

も
）

学
習

者
 
 
n
=
2
,
3
6
9

学
校

 
 
n
=
2
,
5
4
0

企
業
 
 
n
=
9
7
8

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0
(
%
)

過 去 問 題 や サ ン プ ル 問 題 の 情

報 提 供

テ キ ス ト や 学 習 教 材 に 関 す る

情 報 提 供

学 力 認 定 や 職 業 能 力 評 価 と の

関 係 づ け

よ り 上 位 の 検 定 試 験 等 へ の 接

合

（

国 家 試 験 等

）

複 数 の 等 級 ・ レ ベ ル の 設 定

合 格 証 な ど の 有 効 期 限 や 更 新

制 度 の 設 定

合 格 者 の 体 験 談 や 学 習 方 法 な

ど の 情 報 提 供

資 格 取 得 の 講 座 ・ ス ク

ー

ル 等

の 情 報 提 供

他 検 定 試 験 と 関 連 づ け

（

受 検

科 目 免 除 、 受 検 料 割 引 等

）

資 格 取 得 に 要 す る 平 均 的 な 学

習 時 間 等 の 情 報 提 供

そ の 他

特 に な い

無 回 答

6
5
.
9

5
7
.
4

3
6
.
5

3
8
.
7

4
8
.
2

2
8
.
9

2
2
.
4

2
6
.
0

2
3
.
7

1
7
.
6

0
.
4

1
1
.
9

7
6
.
0

6
6
.
7

4
9
.
4

4
3
.
4

3
8
.
5

2
3
.
1

2
6
.
1

1
6
.
5

1
8
.
8

1
1
.
6

0
.
3

3
.
7

5
.
4

5
7
.
8

5
3
.
3

3
3
.
7

4
2
.
6

2
3
.
3

3
2
.
4

1
5
.
7

3
0
.
4

1
4
.
1

1
4
.
2

0
.
8

7
.
6

5
.
9

（
４
）
検

定
試

験
の

結
果

活
用

に
関

す
る
こ
と

（
５
）
継

続
的

な
学

習
の

支
援

に
関

す
る
こ
と

＜
検
定
試
験
の
結
果
活
用
へ
の
ニ
ー
ズ
＞

＜
学
習
継
続
へ
の
支
援
ニ
ー
ズ
＞
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評
価

項
目

の
重

視
度

（
事

業
者

⇔
利

用
者

（
学

習
者

・
学

校
・

企
業

）
）

92
.7

89
.5

85
.4

74
.7

68
.2

60
.6

90
.1

90
.1

87
.7

86
.9

85
.7

58
.3

55
.7

37

92
.8

92
.7

91
.6

87
.8

85
.4

83
.7

74
.9

40
.5

90
.4

86
.9

86
.6

84
.2

82
73

.7

02040608010
0

組 織 と し て の 一 定 程 度 の

規 模 ・ 機 能 の 保 持

作 問 や 採 点 な ど の 実 施 体

制 の 整 備

検 定 事 業 を 安 定 し て 遂 行

で き る 財 務 状 況

検 定 事 業 の 運 営 実 績

テ ス ト 技 術 ・ 測 定 手 法 等

の 科 学 的 分 析 を 行 う 体 制

組 織 や 財 務 の 情 報 公 開 の

推 進

検 定 試 験 の 社 会 的 意 義 や

コ ン セ プ ト の 明 確 化

採 点 や 合 否 判 定 の 正 確 性

の 担 保

測 定 す る 能 力 や 習 得 さ せ

る 能 力 の 明 確 化

試 験 内 容 で 能 力 や 学 習 成

果 を 正 し く 評 価

出 題 範 囲 や 審 査 ・ 採 点 基

準 の 明 確 化

学 校 教 育 や 職 業 教 育 と の

関 係 の 明 確 化

上 位 試 験 ・ 類 似 試 験 と の

関 係 の 明 確 化

作 問 体 制 （ 監 修 者 等 ） の

公 開

質 問 や 苦 情 や ト ラ ブ ル へ

の 対 応

受 検 者 の 個 人 情 報 の 適 切

な 管 理

試 験 の 実 施 手 順 ・ 手 続 き

の 明 確 化

問 い 合 わ せ や 出 願 が し や

す い 環 境 の 整 備

試 験 監 督 者 の 設 置 や 本 人

確 認 等 に よ る 公 正 性

受 検 し や す い 会 場 ・ 場

所 ・ 日 時 等 の 設 定

試 験 当 日 の 交 通 機 関 遅 延

や ア ク シ デ ン ト へ の 配 慮

児 童 ・ 生 徒 ・ 学 生 に 対 す

る 受 検 料 の 軽 減 措 置

合 格 者 が 成 果 活 用 し て い

く た め の 工 夫

検 定 試 験 に 関 す る 宣 伝 ・

広 報

受 検 後 の さ ら な る ス キ ル

ア ッ プ の た め の 支 援

社 会 情 勢 等 を 踏 ま え た 見

直 し や 事 業 改 善

学 習 や 試 験 対 策 が で き る

学 習 資 料 等 の 提 供

合 格 者 の 評 価 向 上 や 活 用

推 進 に 向 け た 取 り 組 み

事
業

者
(n
=3

43
)

学
習

者
(n
=2

36
9)

企
業

(n
=9

78
)

学
校

(n
=2

54
0)

（
％

）

①
実

施
主

体
に
つ
い
て

②
検

定
試

験
の

内
容

に
つ
い
て

③
検

定
試

験
の
実

施
手

続
き
に
つ
い
て

④
検

定
結
果

の
活

用
及

び
学

習
継

続
へ

の
支

援
に
つ
い
て

３
．
評

価
の

視
点

と
内

容
（
重

視
度

の
比

較
分

析
）

■
 
上

位
項
目
（
重
視
度

90
％
以
上
）
 

実
施

手
続

き
 

質
問

や
苦

情
や
ト

ラ
ブ
ル

へ
の
対

応
 

9
2
.
8
 

実
施

主
体

 
組

織
と
し

て
の
一

定
程
度

の
規
模

・
機

能
の
保

持
 

9
2
.
7
 

実
施

手
続

き
 

受
検

者
の

個
人
情

報
の
適

切
な
管

理
 

9
2
.
7
 

実
施

手
続

き
 

試
験

の
実

施
手
順

・
手
続

き
の
明

確
化

 
9
1.

6
 

活
用

促
進

 
合

格
者
が

成
果
活

用
し
て

い
く
た

め
の

工
夫

 
9
0
.
4
 

内
容

 
検

定
試

験
の

社
会

的
意

義
や

コ
ン

セ
プ

ト
の

明
確

化
 

9
0
.
1
 

内
容

 
採

点
や
合

否
判
定

の
正
確

性
の
担

保
 

9
0
.
1
 

 ■
 
下

位
項
目
（
重
視
度

70
％
未
満
）
 

実
施

主
体

 
テ

ス
ト
技

術
・
測

定
手

法
等

の
科

学
的

分
析

を
行

う
体

制
 

6
8
.
2
 

実
施

主
体

 
組

織
や
財

務
の
情

報
公
開

の
推
進

 
6
0
.
6
 

内
容

 
学

校
教
育

や
職
業

教
育
と

の
関
係

の
明

確
化

 
5
8
.
3
 

内
容

 
上

位
試
験

・
類
似

試
験
と

の
関
係

の
明

確
化

 
5
5
.
7
 

実
施

手
続

き
 

児
童

・
生

徒
・学

生
に

対
す

る
受

検
料

の
軽

減
措

置
 

4
0
.
5
 

内
容

 
作

問
体
制

（
監
修

者
等
）

の
公
開

 
3
7
.
0
 

 

■
 
学
習
者
 

学
習

の
支

援
 

学
習
や
試

験
対
策

が
で
き

る
学
習

資
料
等

の
提
供

 
7
4
.
4
 

実
施
主
体

 
組

織
と

し
て
の
一

定
程
度
の
規
模

・
機
能

の
保
持

 
7
4
.
2
 

実
施
手
続
き

 
受

検
し

や
す
い
会

場
・
場

所
・
日

時
等
の

設
定

 
6
6
.
6
 

実
施
手
続
き

 
試

験
の
実

施
手
順

・
手
続

き
の
明

確
化

 
6
5
.
1
 

活
用
促
進

 
合

格
者
の

評
価
向

上
や
活

用
推
進

に
向
け

た
取
り

組
み

 
5
7
.
4
 

 
■
 
学
校
 

実
施
主
体

 
組

織
と

し
て
の
一

定
程
度
の
規
模

・
機
能

の
保
持

 
7
9
.
7
 

実
施
手
続

き
 

試
験
の
実

施
手
順

・
手
続

き
の
明

確
化

 
7
5
.
5
 

学
習

の
支

援
 

学
習
や
試

験
対
策

が
で
き

る
学
習

資
料
等

の
提
供

 
7
1
.
2
 

内
容

 
検

定
試

験
の

社
会

的
意

義
や

コ
ン

セ
プ

ト
の

明
確

化
 

7
0
.
4
 

実
施
手
続

き
 

受
検
し

や
す
い
会

場
・
場

所
・
日

時
等
の

設
定

 
6
0
.
0
 

 
■
 
企
業
 

実
施
主
体

 
組

織
と

し
て
の
一

定
程
度
の
規
模

・
機

能
の
保
持

 
7
2
.
6
 

実
施
手
続
き

 
試

験
の
実

施
手
順

・
手
続

き
の
明

確
化

 
6
7
.
2
 

内
容

 
検

定
試

験
の

社
会

的
意

義
や

コ
ン

セ
プ

ト
の

明
確

化
 

6
4
.
7
 

学
習

の
支

援
 

受
検
後
の

さ
ら
な

る
ス
キ

ル
ア
ッ

プ
の
た

め
の
支

援
 

5
4
.
0
 

実
施
手
続
き

 
受

検
し

や
す
い
会

場
・
場

所
・
日

時
等
の

設
定

 
5
0
.
2
 

 

検
定
試
験
の
質
的
向
上
や
社
会

的
評

価
向

上
の

た
め
、
ど
の
よ
う

な
観

点
が

重
要

か
（
評

価
項

目
）

を
聞

く
と
、
事

業
者

と
利

用
者

で
、

一
部

視
点

の
違

い
が

見
ら
れ

る
。

利
用

者
の

場
合

は
、
受

検
環

境
や

検
定

結
果

の
活

用
、
学

習
支

援
に

つ
い
て
も
重

視
度

が
高

い
。

＜
検
定
事
業
者
＞

＜
利
用
者
＞
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３
．
評

価
の

視
点

と
内

容
（
実

態
と
ニ
ー
ズ
）

（
１
）
組

織
や

財
務

の
情

報
公

開
の

実
態

と
ニ
ー
ズ

組
織
や
財
務
の

情
報
公
開
の
実
態
と
ニ
ー
ズ

8
1
.9

6
2
.7

5
9
.2

5
0
.7

5
0
.7

4
5
.2

4
4
.3

4
2
.9

4
1
.1

010203040506070809010
0

組 織 形 態 （ 法 人 格 の 有 無 、

種 類 ）

個 人 情 報 保 護 方 針

組 織 の 役 員 構 成 （ 役 員 名

簿 ）

組 織 に 関 す る 規 定 等 （ 定

款 、 組 織 図 等 ）

組 織 の 運 営 内 容 ・ 方 針 （ 事

業 計 画 書 等 ）

検 定 事 業 の 実 績

組 織 の 事 業 報 告 書 等

財 務 情 報 （ 収 支 計 算 書 ）

財 務 情 報 （ 貸 借 対 照 表 ）

事
業
者

(n=
34

3)
学
習

者
(n=

2,3
69

)
学

校
(n=

2,5
40

)
企
業

(n=
97

8)

(
%
)

組
織

形
態

（
法
人

格
の
有

無
、

種
類

）

個
人

情
報

保
護

方
針

組
織
の
役

員
構
成

（
役

員
名

簿
）

組
織
に
関

す
る
規

定
等

（
定
款

、
組

織
図

等
）

組
織
の

運
営

内
容

・
方

針
（
事

業
計
画

書
等

）

検
定

事
業

の
実

績

事
業

者
(n
=
3
4
3
)

8
1
.9

6
2
.7

5
9
.2

5
0
.7

5
0
.7

4
5
.2

学
習

者
(n
=
2
,3
6
9
)

3
7
.5

2
6
.5

6
.6

1
1
.5

2
4
.9

4
1
.4

学
校

(n
=
2
,5
4
0
)

5
4
.4

3
8
.7

9
.8

1
5
.2

4
1
.3

6
1
.1

企
業

(n
=
9
7
8
)

4
7
.8

2
5
.4

7
.3

1
0
.8

3
1
.4

5
3
.0

組
織

の
事

業
報

告
書

等

財
務

情
報

（
収

支
計

算
書

）

財
務
情
報

（
貸

借
対

照
表
）

そ
の

他
特

に
な

い

事
業

者
(n
=
3
4
3
)

4
4
.3

4
2
.9

4
1
.1

-
-

学
習

者
(n
=
2
,3
6
9
)

1
3
.3

1
2
.2

7
.6

0
.3

3
0
.9

学
校

(n
=
2
,5
4
0
)

1
8
.8

1
8
.9

1
0
.8

1
.1

1
0
.4

企
業

(n
=
9
7
8
)

1
6
.0

1
2
.6

1
1
.0

0
.7

1
6
.0

組
織
や
財
務
に
関
す
る
情
報
公
開
に
関
し

て
、
利

用
者

で
は

、
「
組

織
形

態
」
「
組

織
の

運
営
内
容
・
方
針
」
「
検
定
事
業
の
実
績
」
に

対
す
る
ニ
ー
ズ
が

高
い
。
一

方
、
事

業
者

の

実
施

状
況

に
つ
い
て
見

る
と
、
「
組

織
形

態
」

に
関
す
る
情
報
公
開
率
は
高
い
も
の
の
、

「
組
織
の
運
営
内
容
・
方
針
」
「
検
定
事
業
の

実
績

」
に
つ
い
て
の

情
報

公
開

率
は

５
割

前

後
と
や

や
低

い
。
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３
．
評

価
の

視
点

と
内

容
（
実

態
と
ニ
ー
ズ
）

（
２
）
検

定
試

験
の

内
容

に
つ
い
て
の

情
報

公
開

の
実

態
と
ニ
ー
ズ

検
定
試
験

の
目
的

テ
ー
マ
や

分
野
、
試
験

範
囲

試
験
方
法

の
詳
細
（
選

択
肢
数
や

実
施
試
験

の
方
法
等
）

検
定

試
験

の
特

徴

測
定

す
る

能
力

・
ス

キ
ル

や
そ

の
水

準

試
験
の
難

易
度
、
合
格

率

合
格

点
・

配
点

の
詳

細
（

問
題

別
等

）

講
座

受
講

の
必

要
性

（
趣

旨
・

必
要

経
費

・
時

間
含

む
）

受
検
者

数
や
そ
の
構

成
（
性
別
・

年
齢
別

等
）

審
査

・
採

点
基

準
や

そ
の

変
更

状
況

学
校
教

育
・

職
業
能

力
と
の
関
係

性

出
題

の
一

貫
性

や
作

問
の

妥
当

性
の

根
拠

試
験

問
題

の
作

成
方

法
や

作
問

体
制

（
監

修
者

や
委

員
名

簿
等

）

類
似

試
験

の
有

無
や

関
係

性

事
業

者
(n
=
4
3
0
)

9
0
.0

8
3
.3

7
8
.8

7
6
.0

5
8
.6

5
0
.9

3
9
.8

3
4
.9

3
3
.0

3
1
.9

2
1
.6

1
5
.3

9
.3

7
.2

学
習

者
(n
=
2
,3
6
9
)

5
0
.8

5
8
.7

5
5
.4

5
5
.5

5
4
.6

5
4
.2

5
1
.2

3
4
.5

2
3
.9

3
4
.3

3
0
.8

1
9
.4

1
5
.4

2
3
.3

学
校

(n
=
2
,5
4
0
)

6
7
.6

5
5
.2

6
4
.3

5
9
.4

6
5
.7

4
7
.4

4
8
.1

3
5
.2

2
6
.1

3
6
.5

5
6
.6

2
9
.3

1
5
.0

2
2
.9

企
業

(n
=
9
7
8
)

7
0
.4

5
0
.0

5
6
.4

4
6
.3

6
9
.3

4
1
.2

3
1
.0

4
6
.7

1
8
.9

2
2
.7

2
1
.0

1
9
.5

1
3
.0

2
4
.3

検
定

試
験
の

内
容

に
つ
い
て
の
情

報
公

開
の

実
態

と
ニ
ー
ズ

9
0.
0

8
3
.3

78
.8

7
6.
0

5
8.
6

50
.9

3
9.
8

3
4.
9

3
3.
0

3
1.
9

2
1.
6

1
5.
3

9
.3

7.
2

010203040506070809010
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検 定 試 験 の 目 的

テ ー マ や 分 野 、 試 験 範 囲

試 験 方 法 の 詳 細 （ 選 択 肢 数

や 実 施 試 験 の 方 法 等 ）

検 定 試 験 の 特 徴

測 定 す る 能 力 ・ ス キ ル や そ

の 水 準

試 験 の 難 易 度 、 合 格 率

合 格 点 ・ 配 点 の 詳 細 （ 問 題

別 等 ）

講 座 受 講 の 必 要 性 （ 趣 旨 ・

必 要 経 費 ・ 時 間 含 む ）

受 検 者 数 や そ の 構 成 （ 性

別 ・ 年 齢 別 等 ）

審 査 ・ 採 点 基 準 や そ の 変 更

状 況

学 校 教 育 ・ 職 業 能 力 と の 関

係 性

出 題 の 一 貫 性 や 作 問 の 妥 当

性 の 根 拠

試 験 問 題 の 作 成 方 法 や 作 問

体 制 （ 監 修 者 や 委 員 名 簿

等 ）

類 似 試 験 の 有 無 や 関 係 性

事
業

者
(n=

43
0)

学
習
者

(n=
2,3

69
)

学
校

(n=
2,5

40
)

企
業

(n=
97

8)

検
定
試
験
内
容
の
情
報
公

開
の

実
態

と
ニ
ー
ズ
を
比

較

す
る
と
、
全

体
的

な
傾

向
と
し

て
、
利

用
者

の
ニ
ー
ズ
が

高

い
項

目
に
つ
い
て
は

概
ね

情

報
公
開
の
率
も
高
く
な
っ
て

い
る
。
但

し
、
グ
ラ
フ
の
赤
枠

部
分

に
つ
い
て
は

、
利

用
者

の
ニ
ー
ズ
よ
り
事

業
者

の
情

報
公

開
率

が
や

や
低

く
な
っ

て
い
る
。
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３
．
評

価
の

視
点

と
内

容
（
実

態
と
ニ
ー
ズ
）

（
３
）
試
験
結
果
に
関
す
る
情
報
公
開
の
実
態
と
ニ
ー
ズ

試
験

級
・

科
目
ご
と

の
受

検
者

数

試
験
級

・
科

目
ご
と

の
合

格
者

数

試
験
級

・
科

目
ご
と

の
合
格

率

試
験
級

・
科

目
ご
と

の
合
格

点

問
題

別
解

答

試
験

級
・

科
目

ご
と

の
平

均
点

問
題

別
配

点
問

題
別

正
解

率
そ
の

他

特
に

公
開

し
て

ほ
し

い
も

の
は

な
い

事
業

者
(n
=
4
3
0
)

7
4
.0

7
2
.6

6
7
.4

5
3
.5

4
6
.7

4
1
.8

4
1
.0

2
7
.0

5
.6

-
学

習
者
(n
=
2
,3
6
9
)

4
2
.0

4
3
.6

5
1
.5

5
4
.1

8
0
.1

4
7
.9

5
7
.8

5
7
.9

0
.6

5
.5

学
校

(n
=
2
,5
4
0
)

5
0
.4

5
1
.8

5
6
.7

6
2
.4

7
7
.8

4
6
.2

5
5
.9

5
2
.5

1
.6

4
.1

企
業

(n
=
9
7
8
)

4
3
.9

4
4
.8

4
8
.3

4
4
.4

6
5
.2

3
5
.6

3
4
.0

3
5
.0

0
.6

9
.6

試
験

結
果

に
関

す
る
情

報
公
開

の
実

態
と
ニ
ー
ズ

7
4.
0

7
2.
6

6
7.
4

5
3.
5

46
.7

41
.8

41
.0

27
.0

010203040506070809010
0

試 験 級 ・ 科 目 ご と の 受 検 者

数

試 験 級 ・ 科 目 ご と の 合 格 者

数

試 験 級 ・ 科 目 ご と の 合 格 率

試 験 級 ・ 科 目 ご と の 合 格 点

問 題 別 解 答

試 験 級 ・ 科 目 ご と の 平 均 点

問 題 別 配 点

問 題 別 正 解 率

事
業

者
(n=

43
0)

学
習

者
(n=

2,3
69

)
学
校

(n=
2,5

40
)

企
業

(n=
97

8)

(%
)

検
定
試
験
結
果
に
関
す
る
情
報
公

開
の

実
態

と
ニ
ー
ズ
を
比

較
す
る
と
、

「
試

験
級

・
科

目
ご
と
の

受
検

者
数

・

合
格

者
数

・
合

格
率

」
で
公

開
が

進
ん

で
い
る
も
の

の
、
利

用
者

の
ニ
ー
ズ
が

高
い
「
問

題
別

解
答

・
配

点
・
正

解
率

」

な
ど
の

問
題

別
の

情
報

に
つ
い
て
は

、

公
開
率
が
低
く
な
っ
て
い
る
。
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３
．
評

価
の

視
点

と
内

容
（
実

態
と
ニ
ー
ズ
）

願
書

受
付

に
お
け
る

利
便

性
へ

の
配

慮
（
ネ
ッ
ト
受

付
等

）

問
合

せ
窓

口
・
連

絡
先
の

明
示

十
分

な
出

願
期

間
・

応
募

期
間

の
確

保

実
施

規
則

・
要

綱
等

の
整

備
・
公

開

本
人

確
認

の
徹

底
実

施

試
験
の

監
督

業
務

内
容

の
規

定
・
マ
ニ
ュ

ア
ル

等
の

整
備

危
機

管
理

体
制

・
手

法
に

つ
い

て
の

配
慮

受
検

し
や

す
い

試
験

会
場

・
実

施
場

所
の

確
保

受
検

し
や

す
い
試

験
時
期

・
回

数
の

設
定

障
が

い
者

へ
の

特
例

措
置

事
業
者
(n
=
4
3
0
)

9
8
.1

9
7
.4

8
3
.3

8
1
.6

9
0
.9

7
5
.6

6
9
.5

6
5
.8

5
4
.0

2
7
.4

学
習
者
(n
=
2
,3
6
9
)

4
9
.0

4
2
.1

5
0
.2

3
5
.8

2
7
.4

2
3
.0

6
.9

6
1
.3

6
2
.3

1
0
.0

学
校
(n
=
2
,5
4
0
)

4
3
.0

5
5
.5

5
3
.8

5
1
.3

2
0
.0

2
8
.2

8
.0

6
0
.7

6
8
.5

1
3
.8

企
業
(n
=
9
7
8
)

4
1
.3

4
6
.4

4
5
.0

4
5
.8

2
4
.7

2
1
.8

4
.7

6
1
.1

5
8
.6

6
.2

児
童

・
生

徒
・

学
生

の
受

検
料

の
割

引
・

優
遇

外
国

人
へ

の
特

例
措

置

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

用
い

た
在

宅
試

験
の

実
施

受
検

料
以

外
の

費
用

に
つ
い
て

の
周

知
（
登
録

料
等

な
ど
）

団
体

へ
の

会
場

使
用

料
・

監
督

料
の

支
払

い

受
検

者
の

個
人

情
報

の
保

護
へ

の
配

慮

苦
情

等
へ

の
対

応

試
験

結
果

に
関

す
る

情
報

公
開

そ
の

他
無

回
答

事
業
者
(n
=
4
3
0
)

2
0
.5

4
.0

-
4
5
.1

3
9
.3

9
7
.0

9
4
.4

6
1
.2

3
.0

0
.2

学
習
者
(n
=
2
,3
6
9
)

3
3
.9

6
.2

2
6
.8

-
-

3
3
.4

2
2
.0

4
7
.3

0
.6

0
.0

学
校
(n
=
2
,5
4
0
)

5
3
.9

4
.3

8
.6

-
-

3
8
.3

2
5
.4

6
5
.7

0
.7

6
.3

企
業

(n
=
9
7
8
)

6
.7

2
.6

1
2
.1

-
-

2
9
.3

1
5
.8

6
1
.2

0
.6

8
.7

実
施

手
続

き
に
関

す
る
配

慮
の

実
態

と
ニ
ー
ズ

98
.1

97
.4

8
3
.3

81
.6

90
.9

7
5
.6

69
.5

65
.8

5
4.
0

27
.4

20
.5

4
.0

0
.0

45
.1

3
9.
3

9
7
.0

94
.4

6
1.
2
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願 書 受 付 に お け る 利 便 性 へ

の 配 慮 （ ネ ッ ト 受 付 等 ）

問 合 せ 窓 口 ・ 連 絡 先 の 明 示

十 分 な 出 願 期 間 ・ 応 募 期 間

の 確 保

実 施 規 則 ・ 要 綱 等 の 整 備 ・

公 開

本 人 確 認 の 徹 底 実 施

試 験 の 監 督 業 務 内 容 の 規

定 ・ マ ニ ュ ア ル 等 の 整 備

危 機 管 理 体 制 ・ 手 法 に つ い

て の 配 慮

受 検 し や す い 試 験 会 場 ・ 実

施 場 所 の 確 保

受 検 し や す い 試 験 時 期 ・ 回

数 の 設 定

障 が い 者 へ の 特 例 措 置

児 童 ・ 生 徒 ・ 学 生 の 受 検 料

の 割 引 ・ 優 遇

外 国 人 へ の 特 例 措 置

イ ン タ ー ネ ッ ト を 用 い た 在

宅 試 験 の 実 施

受 検 料 以 外 の 費 用 に つ い て

の 周 知 （ 登 録 料 等 な ど ）

団 体 へ の 会 場 使 用 料 ・ 監 督

料 の 支 払 い

受 検 者 の 個 人 情 報 の 保 護 へ

の 配 慮

苦 情 等 へ の 対 応

試 験 結 果 に 関 す る 情 報 公 開

事
業

者
(n=

43
0)

学
習

者
(n=

2,3
69

)
学

校
(n=

2,5
40

)
企

業
(n=

97
8)

(%
)

事
前

準
備

実
施

条
件

事
後

・
そ
の

他

（
４
）
実

施
手

続
き
に
関

す
る
配

慮
の

実
態

と
ニ
ー
ズ

実
施

手
続

き
に
関

す
る
配

慮
の

実
態

と

ニ
ー

ズ
を
比

較
す
る
と
、
事

業
者

と
し
て

は
、
「
願

書
受

付
に
お
け
る
利

便
性

へ
の

配
慮

」
「
苦

情
等

へ
の

対
応
」
な
ど
、
検
定

試
験

実
施

の
事

前
・
事

後
に
関

す
る
項

目
の
取
組
率
が
高
い
。

一
方

、
利

用
者

で
は

、
共

通
し
て
「
受

検

し
や

す
い

試
験

時
期

・
回

数
の

設
定

」

「
試

験
結

果
に
関

す
る
情

報
公

開
」
な
ど

へ
の

ニ
ー
ズ
が

高
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、

学
習

者
や

学
校

で
は

、
「
児

童
･生

徒
・
学

生
の

受
験

料
の

割
引

・
優

遇
」
へ

の
ニ
ー

ズ
が

高
い
。
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３
．
評

価
の

視
点

と
内

容
（
実

態
と
ニ
ー
ズ
）

検
定

試
験

自
体

の
知

名
度

を
上

げ
る
広

報
・

広
告

活
動

資
格

を
い
か

し
て
活

躍
す

る
人

の
紹

介
や

情
報

提
供

利
用

団
体

（
学

校
・

企
業

等
）

や
受

検
者

か
ら

の
意

見
聴

取

学
校

や
企

業
に
お
け
る

活
用

事
例

の
情

報
提

供

企
業

の
従

業
員

の
職

業
能

力
ア

ピ
ー

ル
支

援
（

取
得

者
数

）

業
界

全
体

で
の

受
検

率
や

合
格

者
数

な
ど

の
情

報
提

供

学
校

の
生

徒
・
学

生
の

学
力

ア

ピ
ー

ル
支

援
（
合

格
者

数
）

企
業

内
教

育
で
の

活

用
促

進
（
奨

励
援

助
、
手

当
支

給
等

）

学
校

教
育

で
の

活
用

促
進

（
学

力
測

定
、

単
位

認
定

等
）

業
界

団
体

で
の

活
用

促
進

（
業

界
認

定
、

奨
励

援
助

等
）

業
界

標
準

の
ス
キ

ル
・

能
力

基
準

構
築

と
の

関

係
づ

け

職
業

能
力

評
価

と
検

定
試

験
を

関
係

づ
け

る
各

種
提

案

事
業

者
(n
=
4
3
0
)

9
5
.6

4
6
.5

4
1
.4

3
7
.7

2
3
.0

2
1
.6

1
8
.6

5
6
.7

5
0
.0

2
6
.0

1
8
.6

1
7
.9

学
習

者
(n
=
2
,3
6
9
)

4
6
.2

4
0
.4

1
1
.7

3
4
.2

2
5
.1

1
6
.0

2
4
.1

3
6
.7

3
7
.8

2
6
.8

2
0
.6

2
4
.9

学
校

(n
=
2
,5
4
0
)

5
4
.5

5
1
.0

1
3
.5

5
1
.3

1
5
.9

1
9
.8

2
2
.8

3
4
.0

5
2
.7

2
8
.9

2
1
.0

3
2
.9

企
業

(n
=
9
7
8
)

4
8
.5

4
0
.4

6
.6

2
8
.6

2
5
.2

2
4
.5

3
.6

4
9
.0

1
1
.9

3
1
.2

3
0
.6

3
4
.5

地
域

の
指

導
者

や
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
な

ど
の

活
用

と
関

係
す

る
提

案

自
治

体
や

地
域

で
の

活
用

促
進

（
人

材
活

用
等

）

学
力

認
定

と
検

定
試

験
を

関
係

づ
け

る
各

種
提

案

合
格

証
や

認
定

証
の

発
行

表
彰

制
度

や
コ

ン

ク
ー

ル
で

の
成

績
優

秀
者

の
発

表

資
格

取
得

者
の

受
検

後
の

活
躍

状
況

の
把

握
・

調
査

社
会

情
勢

や
ニ

ー
ズ

に
応

じ
た

検
定

内
容

の
改

定

測
定

能
力

の
客

観

性
・

科
学

性
を

高
め

る
質

的
向

上

企
業

や
社

会
が

求
め

る
人

材
・

能
力

の
把

握
・

調
査

そ
の

他
特

に
な

い
無

回
答

事
業

者
(n
=
4
3
0
)

1
7
.2

1
7
.0

1
2
.6

9
5
.6

3
2
.3

2
9
.8

5
3
.0

4
2
.1

2
3
.5

1
.4

0
.0

1
.4

学
習

者
(n
=
2
,3
6
9
)

6
.7
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検 定 試 験 自 体 の 知 名 度 を 上 げ

る 広 報 ・ 広 告 活 動

資 格 を い か し て 活 躍 す る 人 の

紹 介 や 情 報 提 供

利 用 団 体 （ 学 校 ・ 企 業 等 ） や

受 検 者 か ら の 意 見 聴 取

学 校 や 企 業 に お け る 活 用 事 例

の 情 報 提 供

企 業 の 従 業 員 の 職 業 能 力 ア

ピ ー ル 支 援 （ 取 得 者 数 ）

業 界 全 体 で の 受 検 率 や 合 格 者

数 な ど の 情 報 提 供

学 校 の 生 徒 ・ 学 生 の 学 力 ア

ピ ー ル 支 援 （ 合 格 者 数 ）

企 業 内 教 育 で の 活 用 促 進 （ 奨

励 援 助 、 手 当 支 給 等 ）

学 校 教 育 で の 活 用 促 進 （ 学 力

測 定 、 単 位 認 定 等 ）

業 界 団 体 で の 活 用 促 進 （ 業 界

認 定 、 奨 励 援 助 等 ）

業 界 標 準 の ス キ ル ・ 能 力 基 準

構 築 と の 関 係 づ け

職 業 能 力 評 価 と 検 定 試 験 を 関

係 づ け る 各 種 提 案

地 域 の 指 導 者 や ボ ラ ン テ ィ ア

な ど の 活 用 と 関 係 す る 提 案

自 治 体 や 地 域 で の 活 用 促 進

（ 人 材 活 用 等 ）

学 力 認 定 と 検 定 試 験 を 関 係 づ

け る 各 種 提 案

合 格 証 や 認 定 証 の 発 行

表 彰 制 度 や コ ン ク ー ル で の 成

績 優 秀 者 の 発 表

資 格 取 得 者 の 受 検 後 の 活 躍 状

況 の 把 握 ・ 調 査

社 会 情 勢 や ニ ー ズ に 応 じ た 検

定 内 容 の 改 定

測 定 能 力 の 客 観 性 ・ 科 学 性 を

高 め る 質 的 向 上

企 業 や 社 会 が 求 め る 人 材 ・ 能

力 の 把 握 ・ 調 査
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３
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テ キ ス ト や 学 習 教 材 に 関 す

る 情 報 提 供

過 去 問 題 や サ ン プ ル 問 題 の

情 報 提 供

資 格 取 得 の 講 座 ・ ス ク ー ル

等 の 情 報 提 供

複 数 の 等 級 ・ レ ベ ル の 設 定

合 格 証 な ど の 有 効 期 限 や 更

新 制 度 の 設 定

合 格 者 の 体 験 談 や 学 習 方 法

な ど の 情 報 提 供

学 力 認 定 や 職 業 能 力 評 価 と

の 関 係 づ け

資 格 取 得 に 要 す る 平 均 的 な

学 習 時 間 等 の 情 報 提 供

よ り 上 位 の 検 定 試 験 等 へ の

接 合 （ 国 家 試 験 等 ）

他 の 検 定 試 験 と の 関 連 づ け

（ 受 検 科 目 免 除 な ど ）
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高
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る
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資料７

旧文部科学省認定技能審査について

○ 青少年及び成人の学習意欲を増進し、知識及び技能の向上に資することを目的とし
て、これらの者が習得した知識及び技能について、その水準を審査し、及び証明する
事業のうち、生涯学習の振興のため、学校教育上又は社会教育上奨励すべきものを認
定する文部科学省認定技能審査（文部省告示第２３７号）を昭和４２年から実施。

○ この技能審査については、志願者総数の継続的な増加など、順調に発展してきたが、
近年の公益法人改革の一環として、公益法人の事務・事業に対する国の推薦等につい
ては法律に基づくものを除いて廃止する旨の決定。

○ 具体的には、平成１４年３月２９日に閣議決定された「公益法人に対する行政の関
与の在り方の改革実施計画」において、平成１７年度に文部科学省認定技能審査制度
を廃止することが決定。（平成１７年度末をもって、関係省令を廃止。）

（参考）旧文部科学省認定技能審査一覧（平成１７年度）

①社会教育上奨励すべきもの（２１種目）
実 施 団 体 技能審査の名称 級 位

(社)日本速記協会 速記技能検定 １級～６級
(財)実務技能検定協会 秘書技能検定 １級～３級

レタリング技能検定 １級～４級
ラジオ・音響技能検定 １級～４級
トレ－ス技能検定 １級～４級
ディジタル技術検定 １級～５級

(財)日本編物検定協会 毛糸編物技能検定 １級～４級
レ－ス編物技能検定 １級～３級

(財)日本英語検定協会 実用英語技能検定 １級～５級
(財)日本書写技能検定協会 硬筆書写技能検定 １級～４級

毛筆書写技能検定 １級～４級
(財)フランス語教育振興協会 実用フランス語技能検定 １級～５級
(学)香川栄養学園 家庭料理技能検定 １級～４級
(財)日本スペイン協会 スペイン語技能検定 １級～６級
(財)日本漢字能力検定協会 日本漢字能力検定 １級～８級
(社)日本工業英語協会 工業英語能力検定 １級～４級

（財)画像情報教育振興協会 画像情報技能検定ＣＧ部門 １級～３級
（財)専修学校教育振興会 情報処理活用能力検定 １級～３級

ビジネス能力検定 １級～３級
(社)全国服飾教育者連合会 ﾌｧｯｼｮﾝｺｰデｨﾈｰﾄ色彩能力検定 １級～３級
(社)全国経理教育協会 簿記能力検定 上級,1級～4級

②学校教育上奨励すべきもの（４種目）
実 施 団 体 技能審査の名称 級 位

(財)全国高等学校 全国高等学校家庭科被服製作技術検定 １級～４級
家庭科教育振興会 全国高等学校家庭科食物調理技術検定 １級～４級

全国農業高等学校長協会 高等学校造園技術検定 なし
全国水産高等学校長協会 高等学校潜水技術検定 １級～２級
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